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〈要旨〉
　近年、SDGsの観点からペーパーレス化が推進されている。紙の利用を減らして電子化にシフトしようとするもので、国を挙
げての取組ともなっている。岩手県矢巾町においては、広報誌「広報やはば」の将来的な電子化に向けての取組が必要であるこ
とが認識されている。しかし、配布しても見られない、最後はごみとして捨てられることによる環境負荷が大きいこと、配布に
携わる人員の負担が大きいこと、SNS等のインターネットによる自治体広報がその代わりになりえていないことが課題である。
これらの課題の解決を図ることで無駄な紙類の排出量を減らすことができるだけでなく、自治体広報DXにも寄与できると考え
られるが、そのためには住民を巻き込んだ合意形成が必要である。そこで本研究では行政広報のあり方について検討するために、
広報やはばを取り巻く現状の把握、事例調査、住民の意見収集を行った。

１　研究の概要（背景・目的等）
　総務省は「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）
推進計画（令和２年12月25日）」において、自治体は「自らが
担う行政サービスについて、デジタル技術やデータを活用して、
住民の利便性を向上させるとともに、デジタル技術やAI等の活
用により業務効率化を図り、人的資源を行政サービスの更なる
向上に繋げていくことが求められる」として、その先に「行政の効
率化・高度化」や「新たな価値の創出」が期待できるとしている。
一般にDXは、既存業務の置き換えによる従来のICT化とは異な
り、デジタル技術を浸透させることによって人々の生活をより良い
ものへ変革するということであり、既存の価値観や枠組みを根底
から覆すような革新的なイノベーションをもたらすものとして捉え
られている。そのため、矢巾町においても、自治体における広報
の意味そのものを問い直し、そのプロセス自体を再構築していく、
一朝一夕にはいかない取り組みになることが容易に想像できる。
　以上の背景のもと、岩手県矢巾町（人口：28,056人、世帯数：
10,986世帯、令和２年国勢調査）では矢巾町地球温暖化対策
実行計画［１］を策定し、「町民への配布物は、できるだけ広
報誌掲載、班回覧にするなど、紙の使用量を控えるよう努めます」
と記載し、SDGsの観点からリサイクル・省資源の推進による紙
使用量の削減に取り組むとしている。一方、自治体広報の要と
して配布される自治体広報誌は、全国的にPDF等による電子化
やSNSとの連携が進む一方で、あくまでも紙媒体を主として併用
されている場合が多い。町内の全世帯（住民票の有無に関わら
ず）や町内企業に月１回の頻度で配達されている矢巾町の広報
誌である「広報やはば」もSNSとの連携により運用されているが、
１）配布しても見られない、２）最後はゴミとして捨てられる、３）
配布に関わる負担が大きい、といった課題が行政によって認識さ
れている。

２　研究の内容（方法・経過等）
　以上の背景を踏まえて、本研究では広報やはばの部数・ページ
数削減を目標として定めた上で、次の３つの研究課題に取り組む。

（１）広報やはばを取り巻く現状の把握
　情報システムの設計手法等を用いて、現在の状態をモデル
化（見える化）する。そのための情報収集や検討は、矢巾町
担当者と協力して行う。
（２）事例調査
　自治体広報をめぐる先行研究、先行文献について調査する。
（３）住民に対する意見収集
　既存広報媒体について、アンケートを用いて住民の意見を
収集する。それらを踏まえて、矢巾町における広報のあり方
について検討する。

３　これまで得られた研究の成果
3.1　広報やはばを取り巻く現状の把握
　本研究では、関係者間で世界観を形成しプロジェクトの進
むべき方向や方針を探ることのできるSSM（Soft Systems 
Methodology）のフレームワークを採用した［２］。矢巾町の広
報DXにおいては、課題の把握はされていたものの、課題解決に
向けての目標や実現の方向性が明らかでないためである。
　SSMは次の７つのステージによって進められる。すなわち、１）
問題の発見、２）問題状況の表現、３）基本定義の成文化、４）
概念活動モデルの構築、５）モデルと知覚された現実世界との
比較、６）ディベート、変革の定義、７）行為（試作システム
の開発）である。
　本研究では、上記ステージを念頭にステージ３まで進捗させ、
研究チームで各種ドキュメントを作成・共有し、基本定義の成
文化を図った。具体的には、ステージ１で作成されたリッチピク
チャ（図１）より、自治体広報誌の他に、関連諸団体（県、社
会福祉協議会、町議会等）が相乗りして自治会に配布依頼され
ていること、地域の回覧板、ご近所の見守り機能も兼ねているこ
とが図示された。この状況を踏まえてステージ２として、関連シ
ステム（図２）が図示された。これらは行政職員によって洗い出
された自治体広報誌のXYZ分析（ZのためYによってXするシス
テム）によって表現された関連システムを仮分類したものである。
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一般的にSSMのステージ３では、関連システムの中の１つを基
本定義として定め、次のステップに進むことになる。しかし、研
究チームで検討した結果、システムの基本定義を１つに絞ること
が難しいことが明らかになった。すなわち、自治体広報誌の役割
が多岐に及んでいることを示しており、１つのシステムでは賄え
ないということである。ここで、仮分類で共通しているキーワード
に着目すると「コミュニケーション」が該当する。なるべく多くの
関連システムを内包する基本定義を検討すると、自治体広報DX
は、「自治体広報誌の部数・頁数の削減（環境負荷低減）のた
め、住民と行政とのコミュニケーションシステムによって、住民
参加の地域づくりを行うためのもの」と仮置できる。

図１　リッチピクチャ

図２　関連システム
3.2　事例調査
　自治体広報誌について、デジタル化の特性を活かしたコ
ミュニケーションシステムとしての運用事例は、CiNii、イ
ンターネット検索等の調査から確認できなかった。
　オープンデータを活用した事例としては「マイ広報誌（https://
mykoho.jp/）」がある。全国約1,000の広報誌のオープンデータ
を集約して、自治体横断的に参照したり、記事の内容をSNSで
共有したりすることができる。しかし、自治体広報誌のテキス
トデータのみを用いているため、誌面のレイアウトや掲載され
ている写真等を確認するには、自治体のホームページを閲覧す
る必要がある。長塚［３］は、自治体広報誌のデジタル化・オー
プン化の進展により、１）過去の地域での取組に容易に接する
ことができるようになる、２）他の自治体との比較もたやすく
なる、といった効果により、地方自治への住民参加がより促進
されるのではないかと述べているが、デジタル版は自治体ホー
ムページでの公開がほとんどと指摘する。
3.3　住民に対する意見収集
　以上を踏まえて、住民の意見収集を実施した。実施の方法
は、Googleフォームを用いたWebアンケートとし、インセ
ンティブとして図書カードを抽選50名に進呈することとし
た。周知の方法は、広報やはば（2023年１月号）にWebア
ンケート用ちらしを差し込んだ。質問項目は研究チームで精
査した上で、基本属性（性別、職業、郵便番号）の他に13

の質問で構成することとした（図３）。回答期限を2023年１
月末として、18歳以上を対象に呼びかけたところ、117件の
回答を得た。基本属性は、図４の通りであった。
　本研究では、結果の一部について検討した。まず、地域情報
へのアクセス頻度（図３右・１）について、「よく見聞きしている・
まあ見聞きしている」は82件（70.1％）、「あまり見聞きしてい
ない・まったく見聞きしていない」は35件（29.9％）であった。
地域情報の入手先（図３右・２）について、「広報やはば」は
110件（94％）を占めており、次いで「回覧板」41件（35％）、
「自治体ホームページ」37件（31.6％）、「友人からのくちコミ」
34件（29.1％）であった。一方、矢巾町が運用しているSNSア
カウントについては、LINEは28件（23.9％）、Facebookは３件
（2.6％）、twitterは４件（3.4％）、Instagramは10件（8.5％）、
YouTubeは５件（4.3％）であった。回答者の属性を考慮したと
しても、現状「広報やはば」の役割が大きく、自治体広報DXにより
地域情報の主要入手経路を変更する際には、住民の協働意識
を醸成しながら慎重に進めていく必要があることが示唆された。

図３　Webアンケート用ちらし（左）と主な質問項目（右）

図４　Webアンケート回答者の基本属性（n=117）

４　今後の具体的な展開
　将来的な目標として掲げる配布物のペーパーレスの実現を
目指して、今後はWebアンケートの結果を精査するととも
に住民と共有し、自治体広報DXの段階的な実現方法の考案
に結びつけていく。

５　その他
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